
                                                                          
口頭弁論終結日　平成１３年８月３０日
主文
１　原告の請求を棄却する。
２　訴訟費用は原告の負担とする。
事実及び理由
第１　請求
  　　被告は，原告に対し，３３３３万８９２２円及びこれに対する平成１２年２
月２２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
      本件は，パーティー開催を目的として被告の管理運営する施設の利用予約を
していた原告が，パーティー開催予定日の６日前に被告から一方的に施設利用承認
の取消しを通知され，パーティーの開催中止を余儀なくされたと主張して，被告に
対し，施設利用契約の債務不履行を理由に，料理のキャンセル料等の損害の賠償を
請求している事案である。
  １　争いのない事実等（証拠により認定した事実については，各項の末尾に当該
証拠を摘示した。）
    (1)　当事者
      ア　原告は，政治資金規正法６条１項の規定により自治大臣に政治団体の届
出をした政治団体である。（甲１ないし８）
      イ　被告は，東京都における国際展示場の管理運営等の事業を行う社団法人
で，被告住所地所在の国際展示場，通称「東京ビッグサイト」（以下「東京ビッグ
サイト」という。）を管理運営している。（争いがない）
    (2)　原告は，平成１１年５月２４日に原告設立３０周年記念パーティー（以下
「本件パーティー」という。）を開催することを計画し，このパーティー会場とし
て使用することを目的として，同年３月１８日，被告に対し，東京ビッグサイトの
会議施設の利用仮予約申込みをした上で，翌１９日，１階会議室２室，レセプショ
ンホール２室，特別応接室２室，特別応接控え室３室（以下「本件施設」とい
う。）の使用について正式な会議施設利用申込みをした。（「原告は，・・計画
し」について，甲１２，１３の１・２，その余の事実については，争いがない。）
    (3)　被告は，(2)の会議施設利用申込みを受け，原告に対し，同日付けの会議
施設利用確認書を交付した。（乙４，弁論の全趣旨）
    (4)　被告は，原告に対し，同年５月１８日，本件施設利用承認の取消しの申入
れをした。
    　　原告は，被告の上記申入れを受け，被告に対し，翌１９日被告事務所に
て，本件パーティーを開催させて欲しい旨申し入れたが，被告は，翌２０日付けの
書面で本件施設利用承認の取消しを通知したため，原告は，同月２４日に予定して
いた本件パーティーを中止した。（争いがない）
  ２　争点及び争点に関する当事者の主張
    (1)　本件施設利用承認取消の正当性
      （被告の主張）
      ア　本件施設利用については，本件施設に関する申込手続並びに利用規則を
定めた「東京ビッグサイト会議施設ご利用案内」第３項において，被告に施設利用
制限権，予約取消権が留保されていたものであるところ，原告について，同項に定
められた施設利用制限事由あるいは予約取消事由である「公の秩序または善良な風
俗をみだすおそれがあると認められるとき」，「管理運営上，支障があると認めら
れるとき」，「当協会会長が使用を不適と認めるとき」，「お申込時の利用目的と
利用時の内容が著しく異なるとき」，「管理の都合上やむをえない理由が発生した
とき」に該当する事実があったことから，被告は，本件施設利用の予約において被
告が留保していた施設利用制限権あるいは予約取消権を行使したものである。した
がって，本件施設利用承認取消は，正当な理由に基づくものとして被告に違法な点
は存在せず，原告に対する損害賠償義務は発生しない。
      イ　正当な理由を基礎付ける具体的事実
        (ア)　警視庁及び東京都からの中止要請
        　　被告は，平成１１年５月１８日，警視庁暴力団対策課及び東京都労働
経済局から，原告はその幹部が暴力団住吉会の幹部でもあり，そのような団体に対
して本件施設の利用を許諾することを中止するよう要請を受けた。
            これは，原告が指定暴力団住吉会住吉一家小林会と同等ないしは暴力



団と極めて関係の深い反社会的集団であり，このような集団に対して本件施設すな
わち東京ビッグサイトという東京都の施設としては最も規模が大きく国際的にも知
名度が高い施設を利用させることは，暴力団等の反社会的な集団の活動を助長させ
ることになり，また，公的機関が反社会的な集団の活動を支援したり援助したりし
ているとも受け止められかねないこと，また，暴力団同士の抗争は頻繁に生じてお
り，当日不特定多数の来場者が予測される公共施設において万一抗争が現実化すれ
ば，一般市民に甚大な損害を与えることは明らかであり，責任を持って警備を担当
することが困難であること等が理由であった。
        (イ)　原告の団体としての反社会性
            原告は，指定暴力団住吉会住吉一家小林会とほぼ同一体ないしは極め
て親密な団体であり，その幹部には住吉会の主たるメンバーが名を連ね，構成員に
は暴力団関係者がいること，いわゆる右翼団体としての原告及び原告の幹部や構成
員等の関係者には，数々の犯罪行為を犯した犯罪歴があること，さらに，原告は，
本件の５年前の原告設立２５周年記念パーティーを東京都港区所在の全日空ホテル
で開催したが，当該パーティーの出席者の多数が付近路上に違法駐車をするなど
し，付近住民や宿泊客らからホテルに苦情が寄せられたため，今回のパーティーに
つき全日空ホテルから施設の利用を拒絶されていたことなど，原告が団体として反
社会性を帯びた集団であることが本件施設利用予約後判明した。
        (ウ)　利用人数の虚偽申告
            本件施設の利用人数は，被告が本件施設を管理するに当たり重大な事
項であるところ，原告は，本件パーティーの出席者が約２０００名程度になること
を予約当初から充分知悉していたにもかかわらず，被告に対しあえて６００名程度
という虚偽の報告を行い，その後平成１１年５月１７日に至って初めて，被告から
の問い合わせに対し，出席予定者が２０００名程度である旨を報告した。
        (エ)　被告は，東京都所有の公的施設である本件施設を管理運営する公益
社
          団法人であって，反社会的集団である暴力団関係者の利用を排除する高
度の必要性があり，平穏且つ安全な利用環境を確保するという責務を担っており，
その目的を達成するためにいささかでも暴力団と関係が疑われる者の利用につなが
る施設利用の申込みを否定することには当然に正当な理由がある。
            そして，被告としては，被告の事業全般についての指導監督をし，本
件施設の所有者兼管理運営の委託者としても被告の指導監督をしている東京都の強
い要請を拒絶することは困難であり，また，大規模な公的施設の管理者として，警
視庁の強い要請に反して今後施設を管理していくことは極めて困難であることか
ら，本件施設利用承認を取り消さざるを得ないとの判断に至ったものである。
      （原告の主張）
      ア　被告の本件施設利用承認取消には正当な理由がなく，被告に債務不履行
に基づく損害賠償義務が存する。
      イ　正当な理由を基礎付ける具体的事実についての被告の主張に対する反論
        (ア)　警視庁及び東京都からの中止要請の主張につき
        　　被告が警視庁及び東京都からの中止要請を受けたことについては不
知。被告が上記中止要請を受け，本件施設利用予約を取り消さざるを得なかったと
いうことについては争う。
            警視庁は，原告の団体の構成員に住吉会系の組員がいるというだけで
原告に暴力団と同種の団体であるとの誤ったレッテルを貼り，憲法で保障された原
告の集会，結社の自由を不当に侵害しようとして，被告に強く利用拒絶を要請した
のであり，警視庁やその意を受けた東京都の中止要請自体が憲法に違反する違法な
ものである。そして，被告は，本件施設の管理運営を業として行っている以上，上
記のような中止要請があったとしても独自に判断すべき立場にあることは明らかで
あり，憲法違反の違法な中止要請に従った被告に責任があることは明白である。
        (イ)　原告の団体としての反社会性の主張につき
            原告の幹部に住吉会の幹部がおり，構成員には暴力団関係者がいるこ
とは認めるが，原告が住吉会と極めて密接な関連性を有し且つ反社会的集団である
との点は否認する。原告の構成員等に犯罪歴があることは認めるが，構成員の中の
一部の者が犯罪行為を犯したからといってその団体自体が反社会的集団とみなすこ
とはできない。さらに，原告設立２５周年記念パーティーを全日空ホテルで開催し
た際，出席者多数が付近道路に路上駐車をしたこと，今回のパーティーにつき全日
空ホテルから施設の利用を拒絶されていたことは認めるが，全日空ホテルが今回の



パーティーの申込みを拒絶したのは，不当にも警視庁が同ホテルに対し，事前に原
告からのパーティー申込みを拒絶するように指導していたからである。
            原告は，日本でも屈指の規模を誇る民族派の政治団体であり，設立以
来地道に政治運動を展開してきた団体であるから，暴力団との関わりが極めて深い
反社会的集団だとの被告の主張は認められない。
            そして，被告は，原告から本件施設の利用申込みを受けた段階で，原
告の構成員の一部に住吉会系暴力団幹部がいることなど原告の素性につき知ってい
たはずであり，その後に原告と住吉会との関係を理由に本件施設の利用を拒絶する
のは不当である。
        (ウ)　利用人数の虚偽申告の主張につき
            原告が被告に対し，本件パーティーの出席者を６００名程度として本
件施設の利用を申し込んだこと，平成１１年５月１７日に被告からの問い合わせに
対し，出席予定者が２０００名程度である旨を報告したことは認めるが，２０００
名というのは，招待状を発送する招待客の概算の数であり，そのうち確実に出席す
ることが本件施設利用申込時に判明していた人数は６００名であり，原告が被告に
ことさら虚偽の報告をしていた訳ではない。また，本件のようなパーティーでは，
招待状を受け取った者が全員出席することは考えられず，また，途中で帰る者や途
中から出席する者などがおり，２０００名が一度に会場に集まるということは考え
られないものであり，これがあり得るとの前提での被告の主張は首肯し得ない。
    (2)　損害賠償請求権放棄の有無
      （被告の主張）
        原告は，被告からの本件施設利用承認取消の申入れを受け，平成１１年５
月２２日，本件パーティーの開催中止を決定する旨の意思を表示し，被告との間に
本件施設利用予約取消の合意が成立した。さらに，翌２３日，被告に対し，「ここ
まで来たらお互い協力して問題なく終わらせたい」などと発言し，本件施設の利用
承認取消に伴い発生するであろう損害の賠償請求権を放棄した。
      （原告の主張）
        原告と被告との間に本件施設利用承認取消の合意が成立したという事実及
び原告が被告に対し損害賠償請求権を放棄したという事実はいずれも否認する。
    (3)　原告の損害賠償請求が権利濫用に該当するか。
      （被告の主張）
        原告は，被告が原告の団体としての属性，行動形態さらに出席人員の規模
等の実態を知っていれば，原告の本件施設利用申込みを当然拒絶するであろうこと
を充分に予想しつつ，申込主体の属性のカムフラージュ，申込金の即座支払，参加
人数の虚偽報告などの手段により被告に本件施設利用を承認させ，原告の実態を知
った被告から本件施設利用承認取消の意思表示を受けた後も損害の拡大を防ぐどこ
ろか徒に損害を拡大させる行為に出たものであり，このような原告の行為は，原告
自らが自らの責任においてなしたものに他ならず，その責めを被告に負わせようと
すること自体が，正義に悖り信義に反するものであるから，原告の損害賠償請求は
権利濫用であり，到底認められない。
      （原告の主張）
        被告は，一旦本件施設の利用を承認しておきながら，本件パーティー開催
予定日の直前に原告に対し中止の要請をしたのであり，原告が損害賠償請求をする
のは当然であり，何ら権利の濫用には当たらない。
    (4)　損害
      （原告の主張）
        原告は，被告の債務不履行により下記のとおり，合計３３３３万８９２２
円の損害を被った。
      ①　会議施設使用料　　　　　　　　　　　　　　　　　９４万２９００円
      ②　料理キャンセル料（支払先株式会社ニュー・トーキョー）　　
      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０７万００７９円
      ③　記念品代（支払先廣済堂商事）　　　　　　　　　４７２万５０００円
      ④　記念品代（菓子）（支払先たちばな商店）　　　　　　　　１４４万円
      ⑤　祝章，看板等代（支払先永桶祭典株式会社）　　　　６５万５９００円
      ⑥　音楽バンドキャンセル代（支払先ヒロ松井＆スターライトオーケスト
ラ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５万円
      ⑦　スタンド花代（支払先株式会社アーティーズ）　　６１４万５０００円
      ⑧　案内地図印刷代（支払先スガワラ印刷）　　　　　　　８万８２００円



      ⑨　印刷代（支払先有限会社栄光印刷所）　　　　　　１９７万３９００円
      ⑩　封筒筆耕代（支払先彩光印刷株式会社）　　　　　　１２万２２２０円
      ⑪　ネームプレート等備品代金（支払先有限会社オーエスライン）
      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２万８４８０円
      ⑫　木綿日の丸代（支払先株式会社平野商店）　　　　　　２万１６３０円
      ⑬　酒樽等代金（支払先株式会社イベントサービス飛鳥）４２万２６２５円
      ⑭　アクリル名刺入代金（支払先豊産業株式会社）　　　１０万８１５０円
      ⑮　旗代金（支払先株式会社アキバ徽章販売）　　　　　１１万７７５８円
      ⑯　祝賀案内郵送代　　　　　　　　　　　　　　　　　１２万２９８０円
      ⑰　記念品宅配料金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１００円
      ⑱　案内状配布交通費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００万円
      ⑲　名誉・信用を害したことに対する慰謝料　　　　　　　　１０００万円
      （被告の主張）
        すべて否認する。
第３　争点に対する判断
  １　争点(1)（本件施設利用承認取消の正当性）について
    (1)　乙第１号証によれば，「東京ビッグサイト会議施設ご利用案内」には東京
ビッグサイトの会議施設の利用細則が定められていることが認められ，甲第１３号
証の１及び２によれば，原告は上記案内に定められた利用細則を遵守することを承
諾した上で本件施設利用の申込みを行っていることが認められるから，原告の施設
利用申込みとそれに対する被告の承認によって成立した本件施設利用の合意によ
り，原告と被告は，上記案内の利用細則に定められた権利義務を負うこととなる。
そして，上記案内の３の(2)には，「お申込時の利用目的と利用時の内容が著しく異
なるとき」，「管理の都合上やむをえない理由が発生したとき」等の事由が存在す
る場合，被告に施設利用承認の取消権が留保されている旨定められている。
        したがって，本件においても上記の事由に該当する事実が存在する場合に
は，被告は本件施設利用承認の取消権を有し，被告のなした承認取消は何ら債務不
履行を構成しないこととなる。
        以下，上記事由に該当する事実が存在するか否か検討する。
    (2)　証拠（甲１，３，９，１０，１１，５６ないし６１，６３ないし６５，乙
６ないし１１，１２の１ないし４，１３ないし２６，３０，３１，３４，３６，３
７，証人Ａ，原告代表者本人）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められ
る（争いのない事実も含む。）。
      ア　被告の団体としての性質
      　　被告は，当初通商産業大臣認可の公益社団法人として昭和３１年に設立
された団体で，東京国際見本市などの見本市開催等を事業としていたが，東京都が
東京ビッグサイトを被告住所地に竣工すると，東京都の委託を受け東京ビッグサイ
トの管理運営にも当たることとなった。被告の認可主体は，平成１２年１０月から
東京都知事に移管している。
      　　東京ビッグサイトは，年間８００万人程度の人が来集する規模を有する
施設である。
      イ　警視庁等からの中止要請
      　　被告は，平成１１年５月１８日，警視庁暴力団対策課から，原告の幹部
には暴力団関係者がいるのでそのような団体に本件施設を貸すことを中止するよう
強く要請を受けた。また，同日，被告は，本件施設の所有者であり被告に本件施設
の管理を委託している東京都からも上記同様の要請を受けた。なお，被告は，上記
中止要請を受ける数日前にマスコミや警視庁深川警察署から原告に対する本件施設
利用承認に関する問い合わせを受け，懸念をしていたところであった。
      ウ　原告の素性
      　(ア)　原告の前身である右翼団体楠皇道隊は，昭和３６年にＢとＣが設立
した団体である。初代会長はＢであり，同人は暴力団員による不当な行為の防止等
に関する法律第３条により指定された指定暴力団である住吉会の住吉一家小林会会
長であり住吉会の幹部であった。上記楠皇道隊は昭和４４年ころに発展的に解消さ
れ，原告が発足した。原告の初代会長も上記Ｂであった。
            原告の現代表者であるＤは，昭和４７年頃から原告に所属していた
が，同時に住吉会住吉一家小林会に所属しており，その組織委員長を務めていた者
であるが，平成１１年頃小林会を辞め，原告の代表者に就任した。
            原告は，「日本の国体と歴史に基づき政治と文教を粛正し国権と領土



を回復」すること等，いわゆる右翼運動を行うことを綱領として掲げ，例えば，中
華人民共和国との間の尖閣諸島領有権帰属問題に関し，尖閣諸島の魚釣島に灯台を
設置し保守点検を行うなどの活動を行ってきた団体である。
      　(イ)　原告発行の機関誌「青年戦士」平成１０年１月１日号に記載された
原告の幹部のうち８名の者は，住吉会の上級幹部（住吉会住吉一家総長１名，住吉
会会長１名，住吉会住吉一家小林会４名，住吉会住吉一家中里５代目増田会２名）
であった。すなわち，当時原告の最高顧問であったＥは，住吉会住吉一家６代目総
長であり，原告の顧問であったＦは，住吉会会長であった。
        　　また，原告が開催を予定していた本件パーティーの式次第に挨拶等を
する者として記載された１０名のうち４名が住吉会系の暴力団構成員であり（住吉
会住吉一家日野６代目１名，住吉会住吉一家馬橋６代目１名，住吉会住吉一家中里
５代目増田会１名，住吉会住吉一家小林会１名），本件に関して被告と交渉した原
告側担当者４名のうち３名は，住吉会住吉一家の者であり，特に，原告の事務局長
として前面にたって被告と交渉したＧ事務局長は，原告に所属する者ではなく，住
吉会住吉一家小林会の構成員であり，事務局長であった。
        (ウ)　原告が平成元年ころ自治大臣等に届け出た原告事務所所在地は，住
吉会小林会の本部と同室であり，平成１０年ころからの原告事務所所在地は，同小
林会六本木本部と同じ建物内の隣室同士であった。
        (エ)　原告は，住吉会系の組織に慶弔として香料を支払っている。
        (オ)　原告の構成員や関係者の一部は，原告の右翼団体としての威力を背
景にして街宣車で業務を妨害するなどと脅迫しての恐喝や恐喝未遂，傷害，暴行，
弁護士法違反，建造物損壊などといった犯罪行為を犯している。このような事件
は，新聞に掲載されただけで，この１０年程度の間に少なくとも１５件に上ってい
る。
            また，平成１２年８月８日白昼，本件パーテイーの式次第において
「中締め」を行う者として記載のあった訴外Ｈが会長をしている右翼団体蒼風社の
関係者と住吉会系暴力団の組員とが，千代田区麹町のビルにおいて短銃を撃ち合い
２人が死亡し，オフィス街が騒然とする事件が発生した。当時，付近の会社員，住
民等が「まきぞえをくわなくて良かった」，「客に流れ弾が当たったらと思うと恐
ろしい」等と述べた新聞記事が掲載された。
      エ　全日空ホテルの開催拒否
          原告は，原告設立２５周年記念を全日空ホテルで開催したが，今回の３
０周年記念パーティーについては，被告に対して施設利用の申込みをする前，全日
空ホテルから施設の利用を拒絶されていた。
      オ　参加人数の申告
        (ア)　原告は，被告に対し，平成１１年３月１９日の本件施設利用申込み
に　際し，参加者を６００名と申告した。
        (イ)　原告は，当初から２０００人程度の参加を予定していたが，同年５
月１７日に至って初めて，被告からの問い合わせに対して，本件パーティーに約２
０００名が出席することを報告した。
        (ウ)　本件施設のうち，レセプションホールの最大収容人数は約１３００
名程度である。
    (3)　以上の認定事実を前提とすると，原告と暴力団住吉会との人的結びつき，
特に幹部級の結びつきは強く，また，本件パーティーにおいて挨拶等を行うことが
予定されていた参加者の中にも，暴力団の幹部級の者がいるのであるから，原告と
暴力団の関係は極めて密接なものといわざるを得ない。そして，本件パーティーに
も相当数の暴力団関係者が主催者側及び参加者側として出席することが容易に予想
できた。
        このような状況の下で，東京ビッグサイトという東京都の施設としては最
も規模が大きく，国際的にも知名度の高い施設を原告に使用させることは，暴力団
という反社会的な集団の活動を助長させることにつながり，あたかも，公的機関が
暴力団の活動を支援しているとも受け止められかねず，厳しい社会的非難を受ける
ことが当然に予想されたというべきである。また，施設外での交通の混乱や施設内
外における不測の事態の起こる危険性もあったといわざるを得ない。
        そして，このような事情を考慮すると，大規模且つ公的施設である東京ビ
ッグサイトの適正な利用を図り，それを利用する他の顧客，周辺住民，被告職員等
の安全を確保すべき義務を強く負っている被告が，被告の事業の監督指導者且つ本
件施設の所有者兼管理委託者である東京都及び警視庁から，中止要請，情報提供及



び施設利用の問題点に関する指摘を受け，マスコミの動向や本件パーティー参加者
の予想人員の変更と施設の収容能力等を勘案の上，原告に対する本件施設の利用承
認を取り消した措置は，事後的にみると「東京ビッグサイト会議施設ご利用案内」
３の(2)の「管理の都合上やむをえない理由が発生したとき」という利用承認取消事
由に該当する正当なものであったといわざるを得ないばかりか，取消当時の状況の
下での判断としても同
様に正当であったというべきである。
        なお，原告は，被告は当初から原告の素性を知っていた旨主張するが，本
件全証拠によるも被告が早い段階からその詳細を知っていたと認めることはできな
い。また，原告は，警視庁やその意を受けた東京都の上記中止要請は，憲法上の集
会，結社の自由を不当に侵害するものであり，それに従った被告には責任がある
旨，あるいは，招待状を発送する招待客である２０００名が一度に会場に集まるこ
とは考えられない旨主張する。しかし，上記事情の下で被告のとった行為に憲法上
の問題があるとは考えられない上，本件パーティーに参加する人数がレセプション
ホールの最大収容人数である１３００人を超える可能性も否定できない状況だった
というべきであるから，上記判断に影響を及ぼすものではない。
  ２　結論
      以上のとおりであるから，その余の争点を判断するまでもなく，原告の請求
は理由がないから棄却する。
      
        東京地方裁判所民事第１４部

                裁判長裁判官　　　　山　名　　　学

　　　　　　　　　　　裁判官　　　　中　村　さとみ

　　　　　　　　　　　裁判官　　　　宮　崎　拓　也


